
資料 ３ 
 

○都道府県構想はどうあるべきか 

 

【市町村長アンケートとりまとめ意見を踏まえた議論のたたき台】 

① 人口減少等社会情勢への対応、財源確保 

≪市町村長アンケート取りまとめ意見≫ 

・ 将来の人口減少・高齢化等の社会情勢の変化に対応する計画としていくことや、厳しい

財政状況の下での財源の確保などが課題と考える。 
 

 

≪各汚水処理事業における共通の現状・取り組み≫ 

・平成１９年９月に「人口減少等の社会情勢の変化を踏まえた都道府県構想の見直しの推

進について(平成 19.9.14 19 農振第 1045 号，19 水港第 1801 号，国都下事第 226 号，

環廃対発第 070914001 号)」を通知し、下記の留意事項を踏まえた都道府県構想の早急な

見直しの推進を都道府県に対して求めている。 

１ 社会情勢の変化等の反映 
２ 連携の強化 

  ３ 住民の意向の把握 
   
 

② 費用対効果や地域特性等を考慮した総合的判断による計画策定 

≪市町村長アンケート取りまとめ意見≫ 

・ 計画策定に際しては、費用対効果を考慮する必要がある。一方で、地域特性、地域の実

情等を考慮に入れて、総合的に判断することが必要である。 
 

≪各汚水処理事業における共通の現状・取り組み≫ 

○都道府県構想の考え方 

・事業主体である地方公共団体自らが、汚水処理施設の特性、経済性等を勘案して、地

域の実情に応じた最適な整備手法を「都道府県構想」としてとりまとめ。 

・経済比較は、耐用年数を考慮した建設費と維持管理費のトータルコストで行うことが

基本（都道府県構想策定時に各市町村が検討） 

・役割分担を明確にした上で、計画的に各種事業を推進する枠組みが確立されている。 
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○都道府県構想の関連通知 

・下記の通知や事務連絡により、適宜、効率的な計画の見直しを促している。 

① 下水道と下水道類似施設との調整について（平成 2.8.31 都下企発第 59 号） 

← 下水道と下水道類似施設の調整を図ること 

② 汚水処理施設の整備に関する構想策定の基本方針について（平成 7.12.19 衛環第 278

号，7-10，都下公第 34 号） 

← 都道府県構想の策定 

③ 汚水処理施設の効率的な整備の推進について（平成 12.10.11 衛環 82，12-1，都下企

43、都下公 28） 

← 統一的な経済比較を行うための建設費等の統一 

④ 都道府県構想の見直しの推進について（平成 14.12.4 14 農振第 1721 号、 

   14 水港第 2545 号、国都下事第 285 号、環廃対第 760 号） 

← 統一的な経済比較を行うための建設費等の修正 

⑤ 人口減少等の社会情勢の変化を踏まえた都道府県構想の見直しの推進について（平成

19.9.14 19農振第1045号、19水港第1801号、国都下事第226号、環廃対発第070914001

号） 

← 人口減少等に伴う社会情勢に合わせた都道府県構想の見直し 

⑥ 「汚水処理施設の効率的な整備の推進について」における建設費等の修正について

（平成 20.9.12 事務連絡） 

← 建設費等の費用の見直し 
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（参考）「汚水処理施設の効率的な整備の推進について」における建設費等の修正について

（平成 20.9.12 事務連絡）（別紙）統一的な経済比較のできるマニュアルの考え方 

 

 

 

③ パブリックコメント・住民説明等による住民意向反映 

≪市町村長アンケート取りまとめ意見≫ 

・ パブリックコメントの実施や住民説明を行うなど住民の理解・合意を得ることが求めら

れ、住民の意向・要望に沿った計画とすることも必要と考える。 
 

≪各汚水処理事業における共通の現状・取り組み≫ 

・平成１９年９月に通達された「人口減少等の社会情勢の変化を踏まえた都道府県構想の

見直しの推進について(平成 19.9.14 19 農振第 1045 号，19 水港第 1801 号，国都下事

第 226 号，環廃対発第 070914001 号)」により、「住民の意向の把握」を踏まえた都道府

県構想の早急な見直しの推進が図られている。 

 

≪下水道事業における現状・取り組み≫ 

・「効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構想策定マニュアル(案)平成２０年９月

（国土交通省都市・地域整備局下水道部）」において、都道府構想の策定に際し、あらか

じめ本構想の案を公表するなど、住民の意向の把握に努めることとしている。 
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④ 汚水処理施設の最適な整備手法の検討 

≪市町村長アンケート取りまとめ意見≫ 

・ 公共用水域の水質保全、生活環境改善のためにも、下水道、農業集落排水等、合併浄化

槽等の汚水処理施設の整備を進める必要があり、最適な整備手法を検討・選択し、汚水

処理事業を効率的・経済的に進めて行くことが必要である。 
 

≪各汚水処理事業における共通の現状・取り組み≫ 

○都道府県構想の見直し状況 

 

平成 23 年 3 月末時点 
平成 19 年 9 月三省通知以降の状況 

 

 

 

⑤ 整備スピード・財政状況への考慮、⑥県や上位計画との調整 

≪市町村長アンケート取りまとめ意見≫ 

・ 未普及地域の早期解消には、経済性の他、整備のスピードや財政状況等も考慮する必要

がある。 
・ 計画策定時には汚水処理にかかる県等との調整や、財政計画や総合計画等の関連した計

画やその他上位計画との調整・整合をはかることも重要であるが、一方で時間を要すこ

とは課題である。 
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≪各汚水処理事業における共通の現状・取り組み≫ 

(下水道、農業集落排水施設、浄化槽) 

・「汚水処理施設整備交付金交付要綱（平成 21.4.24）第 15 雑則」より、「事業主体は、

事業主体の自主性裁量性により、自ら基礎数値等を決定し、現時点で最も効率的な事業

手法を選択することが可能であり、整備手法が都道府県構想と異なる場合は、次回の都

道府県構想見直し時に反映するものとする。」とあり、必要に応じて常に各自治体が最も

効率的な事業手法を選択できるようにしている。 

 

≪下水道事業における現状・取り組み≫ 

・下水道法第二条の二に基づき、策定する下水道の整備に関する総合的な基本計画（流域

別下水道整備総合計画（以下、流総計画））は公共用水域の水質環境基準が定められた地

域における下水道整備のマスタープランであり、流総計画が策定されている地域では

個々の下水道事業は、流総計画に適合しなければならない。 

 

・早急に下水道整備が求められる地域において、全体計画に定める終末処理場とは別に中

間的な処理施設を設置するなど、ニーズに柔軟かつ機動的に対応できる下水道整備方式

(フレックスプラン)を平成元年度から展開しているところであり、平成８年度には可般

式処理施設の設置（ハイパーフレックスプラン）や手続きでの簡素化を図るなどの拡充

を行っている。（平成 22 年 3 月末までに 44 箇所で実施） 
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○フレックスプラン実施箇所（完了も含む） 

都道府県 市町村名 都道府県 市町村名
北海道 伊達市 有珠処理区 ※ 岐阜県 八百津町 丸山処理区 ◎
岩手県 北上川上流 都南処理区 ※ 愛知県 豊田市 元宮処理区 ◎
岩手県 花巻市 温泉処理区 ※ 三重県 伊勢市 五十鈴川処理区 ※
岩手県 二戸市 荷渡処理区 三重県 伊勢市 茶屋処理区 ※
秋田県 秋田市 金足処理区 ◎ 三重県 伊勢市 小俣処理区
秋田県 秋田市 下浜南処理区 三重県 津市 浜田処理区 ※
山形県 最上川 村山処理区 ※ 三重県 津市 高野処理区 ◎
福島県 郡山市 熱海処理区 ◎ 三重県 津市 白山処理区 ※
福島県 磐梯町 更科処理区 ◎ 三重県 明和町 明和処理区 ※
福島県 西郷村 大平処理区 ※ 三重県 玉城町 玉城処理区
茨城県 水戸市 大塚・赤塚処理区 ※ 滋賀県 志賀町 南小松処理区 ◎
茨城県 水戸市 双葉台処理区 ※ 和歌山県 広川町 広港処理区 ※
茨城県 水戸市 けやき台処理区 ※ 和歌山県 由良町 畑・中処理区 ※
茨城県 筑西市 川島処理区 鳥取県 鳥取市 吉岡処理区 ※
栃木県 足利市 坂西団地処理区 ※ 岡山県 岡山市 中原処理区
埼玉県 鳩山町 鳩山第２処理区 ◎ 岡山県 岡山市 足守処理区
富山県 魚津市 大杉台処理区 ※ 広島県 広島市 水内川処理区 ※
石川県 金沢市 森本丘陵処理区 広島県 三次市 酒屋処理区 ※
福井県 福井市 美山処理区 ※ 広島県 東広島市 入野駅南住宅団地 ◎
山梨県 南アルプス市 櫛形処理区 ◎ 福岡県 水巻町 高松処理区 ◎
山梨県 南アルプス市 白根処理区 ※ 佐賀県 基山町 けやき台処理区
岐阜県 美濃加茂市 蜂屋川北処理区 ◎ 佐賀県 基山町 高島処理区

地区名 地区名

 ※は完了箇所 
◎は処理施設の廃止箇所 

 
 
 

⑦ 財政負担と住民負担のバランスや世帯間公平性の確保 

≪市町村長アンケート取りまとめ意見≫ 

・ 行政区域全体における汚水処理手法毎の市町村の財政負担と住民負担のバランスや、世

帯間での公平性・平等性等の確保が重要である。 
 

≪ヒアリング自治体の意見・データ≫ 

（長野県） 

・長野県の各事業費費用比較 
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※①～⑦は「当該計画を策定する際の課題あるいは対応方針についてご記述下さい。（設問Ⅰ－４）」のア

ンケートとりまとめ結果である。 

（設問Ⅰ－４）当該計画を策定する際の課題あるいは対応方針についてご記述下さい。 
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